
 

第４５号議案 

 

   東京都台東区立幼稚園保育料条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  令和３年９月１３日 

 

      提出者 東京都台東区長  服  部  征  夫 

 

（提案理由） 

 この案は、預かり保育に関し必要な事項を定めるため提出しま

す｡ 

  



   東京都台東区立幼稚園保育料条例 

 

 東京都台東区立幼稚園保育料条例（平成１９年１０月台東区条

例第４６号）の全部を改正する。 

（趣 旨） 

第１条 この条例は、東京都台東区立幼稚園（以下「区立幼稚園」

という。）の保育料及び預かり保育料に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定 義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (１) 保育料 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第２７条第３項第２号並びに第２８条第２項第１号及び

第３号に規定する区が定める額のうち、区立幼稚園に係るも

のをいう。 

 (２) 預かり保育 台東区教育委員会規則（以下「教育委員会

規則」という。）で定める区立幼稚園において、教育課程に係

る教育時間外に当該区立幼稚園に入園している児童を対象と

して行う保育をいう。 

 (３) 預かり保育料 預かり保育の利用に要する費用をいう。 

（保育料の額） 

第３条 保育料の額は、０円とする。 

（預かり保育料の額） 

第４条 預かり保育料の額は、別表第１のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、生計を一にする世帯に、小学校の

第１学年から第３学年までに在学し、又は幼稚園その他の教育



委員会規則で定める施設等に在籍し、若しくは当該施設等を利

用している児童（以下「対象児童」という。）が２人以上いる場

合においては、当該世帯の対象児童のうち、最年長の児童以外

の児童に係る預かり保育料の額は、当該児童１人につき、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (１) 最年長の児童の次に年長の児童 別表第１に定める額の

２分の１に相当する額 

 (２) 前号に掲げる児童以外の児童 ０円 

３ 前２項の規定にかかわらず、別表第２に定める階層区分に属

する世帯の児童に係る預かり保育料の額は、０円とする。 

（預かり保育料の納付義務） 

第５条 預かり保育料は、指定された期限までに納付しなければ

ならない。 

（預かり保育料の減免） 

第６条 預かり保育料は、教育委員会規則で定めるところにより

減額し、又は免除することができる。 

（委 任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で

定める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の属する月の前月以前の月分の保育料に

ついては、なお従前の例による。 

 



別表第１（第４条関係） 

種別 金額 

幼児教育を行う日 日額５２０円 

幼児教育を行わない日 日額１,４００円 

 備考 この表において「幼児教育」とは、学校教育法（昭和２

２年法律第２６号）第２３条各号に掲げる目標を達成するた

めの教育をいう。 

別表第２（第４条関係） 

各月初日の在籍児童の属する世帯の階層区分 

階層区分 定義 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保

護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）による支援給付受給世帯 

Ｂ Ａ階層を除き当該年度分の区市町村民税非課税世帯 

Ｃ Ａ階層を除き当該年度分の区市町村民税のうち均等割

のみの課税世帯（所得割非課税世帯） 

Ｄ Ａ階層を除き当該年度分の区市町村民税のうちの所得

割課税額が８５,９００円未満である世帯 

 備考 

  １ この表において「区市町村民税」とは、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の

規定による特別区民税を含む。以下同じ。）をいう。 

  ２ この表において「均等割」とは、地方税法第２９２条第

１項第１号に規定する均等の額によって課する市町村民税

をいう。 

  ３ この表において「所得割」とは、地方税法第２９２条第

１項第２号に規定する所得によって課する市町村民税をい



う。ただし、当該市町村民税の額を計算する場合には、教

育委員会規則で定める規定は適用しない。 

  ４ ４月から８月までの月分の預かり保育料の額に係るこの

表の適用については、「当該年度分」とあるのは、「前年

度分」とする。 

 


